
～税務調査で必ずと言っていいほど問題となる～

相続税における名義財産の判断基準

2026年9月7日(月) 13：00～15：00

拓殖大学商学部教授 税理士 安部和彦

1



目次：前半

① 相続税調査の現状

② 名義財産の意義

③ 名義財産の何が問題なのか？

④ 相続税調査のポイントである「名義預金」

⑤ 名義財産を理解する上で重要な「贈与」の法的要件

2



目次：後半

⑥ 名義財産をめぐるケーススタディ

１）妻名義の預金が名義預金とされた事例(東京地裁平成20年10月17
日判決)

２）名義預金の届出印が被相続人の管理下にあるとして、当該名義預
金が相続財産とされた事例(国税不服審判所平成23年８月26日裁決)

３）贈与の履行の有無は、贈与されたとする財産の管理・運用の状況
等の具体的な事実に基づいて総合的に判断すべきとされた事例(国税
不服審判所平成23年８月26日裁決、上記２)と同じ)

４）名義の書換えの実態から、名義人ではなく被相続人が定期預金を
管理していたと認められた事例(東京地裁平成19年5月31日判決)
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目次：後半

⑥ 名義財産をめぐるケーススタディ

５）母親名義の預金から娘名義の預金への出金に係る金員の管理・保
管状況は明らかではなく、贈与はなかったものとされた事例(国税不服
審判所平成25年2月28日裁決)

６）相続人から被相続人への資金移動は、金銭消費貸借契約書等は
ないものの、相続人から被相続人への贈与ではなく借入金であるとさ
れた事例(国税不服審判所平成25年3月4日裁決)

７）有価証券の名義が変更されたことが贈与の事実があったことの根
拠とはされないと判示された事例（東京地裁平成18年9月22日判決)

８）他人名義の土地の所有権につき係争中に死亡した被相続人の相
続税の申告の際、当該土地を相続財産として申告すべきとされた事例
(東京地裁平成7年3月28日判決)
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国税・地方税の内訳

5(出典) 財務省ホームページより

わが国の基
幹税で最も
割合が高い

税負担の重
さのわりに
税収割合は
低い



相続税調査の現状

⚫相続税の調査事績

6(出典) 国税庁ホームページ



相続税調査の現状

⚫申告漏れ相続財産の金額の構成比の推移

7(出典) 国税庁ホームページ



贈与税調査の現状

⚫贈与税の調査事績

8(出典) 国税庁ホームページ

非違割合
は92.9％



贈与税調査の現状

⚫調査事績に係る財産別非違件数(贈与税)

9(出典) 国税庁ホームページ

贈与税の調査は無
申告事案が多い(申
告漏れの80％強）



贈与税の課税方式

⚫暦年課税と相続時精算課税との比較
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区分 暦年課税 相続時精算課税

贈与者・受贈
者

親族のほか、第三者からの贈
与を含む

60歳以上の者から18歳以上の
推定相続人及び孫への贈与

選択 不要 贈与者、受贈者ごとに選択

一度選択したら相続時まで継
続適用

課税時期 贈与のタイミング 同左

控除額 基礎控除(年110万円) 基礎控除(年110万円)＋特別控
除2,500万円

税率 10％～55％ 一律20％

相続時 相続前7年以内に受けた贈与を
相続財産に加算

贈与財産を贈与時の時価で相
続財産に加算



名義財産の意義

⚫名義財産とは？

⇒預貯金や株式、不動産といった財産に関し、名義人と真
実の所有者とが異なる場合のその財産を言う

⇒わが国においては、「名義貸し」により、実際の取引主体
とは異なる名義上の取引主体が経済取引を行うことが少な
くなく、これが「名義財産」の問題を引き起こす

⚫名義財産がもたらす困難とは？

⇒財産の「真の所有者」が誰であるか、外部からは、財産の
名義人が自分の名義とされていることすら知らないケース
も珍しくないことから、容易には判断がつかないという点に
ある
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事例研究の前に

⚫相続税・贈与税の裁判例・裁決事例の中でも、「名義財
産」を巡るものは非常に多い

⚫今回取り上げるものはそのうちの一部であり、他の事例
についても学ぶことは多い

⇒拙著『相続税調査であわてない「名義」財産の税務(第３
版)』(清文社・2021年)では網羅的に取り上げている

⚫繰り返しになるが、この問題の本質は、「贈与」が適法に
なされたか否かである
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